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１．2026年３月期第１四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 2,294,076 △23.4 96,056 △53.9 43,177 △68.1

2025年３月期第１四半期 2,995,252 △0.3 208,479 80.6 135,246 100.9
(注)包括利益 2026年３月期第１四半期 199,186百万円( 43.7％) 2025年３月期第１四半期 138,649百万円(△74.1％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 11.75 11.75
2025年３月期第１四半期 35.94 35.93

(注) 当社は、2025年４月１日付で普通株式１株を４株に分割する株式分割を行いました。これに伴い、1株当たり四
半期純利益及び潜在株式調整後1株当たり四半期純利益につきましては、当該株式分割が前連結会計年度の期首
に行われたと仮定し算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 68,588,655 3,581,454 5.2

2025年３月期 69,592,967 3,469,707 5.0

(参考) 自己資本 2026年３月期第１四半期 3,581,244百万円 2025年３月期 3,469,449百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 61.00 － 76.00 137.00
2026年３月期 －

2026年３月期(予想) 24.00 － 24.00 48.00

(注)１．直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

２．当社は、2025年４月１日付で普通株式１株を４株に分割する株式分割を行いました。2025年３月期については、
当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。2026年３月期(予想)については株式分割後の内容を
記載しております。

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 9,162,000 △7.2 617,000 △14.2 347,000 △19.2 94.65

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

2026年３月期の連結業績予想における「１株当たり当期純利益」については、2025年６月末の発行済株式数及び

自己株式数の状況を考慮して記載しております。



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注) 詳細は、添付資料(3) 四半期連結財務諸表に関する注記事項をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期１Ｑ 3,700,398,400株 2025年３月期 3,700,398,400株

② 期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 34,269,207株 2025年３月期 19,361,896株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期１Ｑ 3,675,507,359株 2025年３月期１Ｑ 3,763,265,489株

(注)１ 当社は、2025年４月１日付で普通株式１株を４株に分割する株式分割を行いました。これに伴い、前連
結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して株式数を算定しております。

２ 自己株式数については株式給付信託（J-ESOP）導入に伴い設定した信託口が所有する当社株式(2026年３月
期第１四半期末14,975,500株、2025年３月期末16,903,200株)を含んでおります。

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではなく、また実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期連結累計期間の経営成績等の概況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、アメリカによる関税措置の影響などを受けて、全般的に鈍化し

ました。金融市場では、関税措置の動向などに右往左往する展開となりましたが、米中の緊張緩和やAI関連などの

企業業績期待などから株価が上昇しました。また、内外の財政拡張観測などを受けて、債券市場が不安定化する局

面がみられました。

日本経済は、物価高に伴う実質賃金の減少が続く中で足踏みが続きました。対米関税の影響については、自動車

メーカーが関税コストの吸収を行ったことで、実体経済への影響は限られましたが、今後、企業業績や賃金などの

重石となっていくことが見込まれます。

こうした事業環境にあって、当第１四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。

① 当四半期連結累計期間の経営成績

経常収益は、保険料等収入１兆5,884億円（前年同期比13.1％減）、資産運用収益5,798億円（同43.0％減）、

その他経常収益1,257億円（同16.2％減）を合計した結果、前年同期に比べ7,011億円減少し、２兆2,940億円

（同23.4％減）となりました。経常収益の減少は、第一フロンティア生命保険株式会社とProtective Life

Corporationにおける資産運用収益の減少等が主な要因であります。

一方、経常費用は、保険金等支払金１兆3,979億円（同19.9％減）、責任準備金等繰入額2,146億円（同60.4%

減）、資産運用費用2,538億円（同48.1％増）、事業費2,408億円（同2.7％減）、その他経常費用907億円（同

14.2％増）を合計した結果、２兆1,980億円（同21.1％減）となりました。経常費用の減少は、第一フロンティ

ア生命保険株式会社における保険金等支払金及び責任準備金等繰入額の減少等が主な要因であります。

この結果、経常利益は、前年同期に比べ1,124億円減少し、960億円（同53.9％減）となりました。また、経常

利益に、特別利益、特別損失、契約者配当準備金繰入額、法人税等合計を加減した親会社株主に帰属する四半期

純利益は431億円（同68.1％減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益の減少は、第一生命保険株

式会社の親会社株主に帰属する四半期純利益の減少が主な要因であります。

② 当四半期連結累計期間の財政状態

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、68兆5,886億円（前連結会計年度末比1.4％減）となりました。

主な資産構成は、有価証券が52兆5,776億円（同0.9％減）、貸付金が４兆9,715億円（同3.1％減）、有形固

定資産が１兆2,840億円（同0.9％増）、再保険貸が１兆8,749億円（同8.5％減）であります。

負債の部合計は、65兆72億円（同1.7％減）となりました。負債の大部分を占める保険契約準備金は58兆

5,250億円（同1.8％減）となりました。

純資産の部合計は、３兆5,814億円（同3.2％増）となりました。純資産の部のうち、その他有価証券評価差

額金は１兆2,672億円（同20.2％増）となりました。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

現金及び預貯金 1,889,228 2,007,672

コールローン 566,500 355,300

買入金銭債権 207,197 209,417

金銭の信託 899,485 993,437

有価証券 53,033,910 52,577,623

貸付金 5,130,891 4,971,560

有形固定資産 1,273,200 1,284,025

無形固定資産 1,107,255 1,055,212

再保険貸 2,048,027 1,874,992

その他資産 3,275,889 3,128,058

繰延税金資産 170,990 151,086

支払承諾見返 11,192 13

貸倒引当金 △20,374 △19,131

投資損失引当金 △427 △613

資産の部合計 69,592,967 68,588,655

負債の部

保険契約準備金 59,566,205 58,525,098

支払備金 1,432,294 1,433,513

責任準備金 57,701,859 56,684,326

契約者配当準備金 432,050 407,257

再保険借 301,779 315,457

短期社債 41,874 60,468

社債 1,153,124 1,138,914

その他負債 4,379,528 4,246,051

売現先勘定 1,699,129 1,778,163

その他の負債 2,680,399 2,467,888

退職給付に係る負債 157,929 156,988

役員退職慰労引当金 613 588

時効保険金等払戻引当金 1,300 1,117

特別法上の準備金 342,194 346,695

価格変動準備金 342,194 346,695

繰延税金負債 97,710 146,165

再評価に係る繰延税金負債 69,806 69,641

支払承諾 11,192 13

負債の部合計 66,123,260 65,007,200
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

純資産の部

資本金 344,353 344,353

資本剰余金 330,686 330,686

利益剰余金 1,349,528 1,319,630

自己株式 △9,938 △27,342

株主資本合計 2,014,630 1,967,328

その他有価証券評価差額金 1,054,503 1,267,269

繰延ヘッジ損益 △124,157 △111,054

土地再評価差額金 48,984 52,077

為替換算調整勘定 379,148 290,187

退職給付に係る調整累計額 126,449 121,187

在外子会社等に係る保険契約準備金評価差額金 △30,109 △5,750

その他の包括利益累計額合計 1,454,819 1,613,915

新株予約権 257 210

純資産の部合計 3,469,707 3,581,454

負債及び純資産の部合計 69,592,967 68,588,655
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

経常収益 2,995,252 2,294,076

保険料等収入 1,828,565 1,588,458

資産運用収益 1,016,657 579,873

利息及び配当金等収入 395,569 375,106

金銭の信託運用益 10,121 －

売買目的有価証券運用益 117,963 66,958

有価証券売却益 129,245 105,821

有価証券償還益 9,488 4,345

金融派生商品収益 － 1,894

為替差益 323,855 －

貸倒引当金戻入額 5,232 273

その他運用収益 2,371 568

特別勘定資産運用益 22,809 24,905

その他経常収益 150,030 125,743

経常費用 2,786,772 2,198,019

保険金等支払金 1,745,704 1,397,931

保険金 499,734 471,528

年金 250,688 267,970

給付金 178,859 192,259

解約返戻金 519,699 232,982

その他返戻金等 296,722 233,191

責任準備金等繰入額 542,624 214,642

責任準備金繰入額 540,524 212,483

契約者配当金積立利息繰入額 2,099 2,158

資産運用費用 171,403 253,842

支払利息 11,269 13,781

金銭の信託運用損 － 1,418

有価証券売却損 99,230 74,284

有価証券評価損 2,170 1,651

有価証券償還損 5,013 3,756

金融派生商品費用 24,231 －

為替差損 － 127,287

投資損失引当金繰入額 617 186

貸付金償却 5,428 484

賃貸用不動産等減価償却費 3,702 3,784

その他運用費用 19,740 27,206

事業費 247,564 240,834

その他経常費用 79,475 90,767

経常利益 208,479 96,056
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(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

特別利益 1,226 987

固定資産等処分益 1,224 836

その他特別利益 2 150

特別損失 9,197 5,902

固定資産等処分損 3,727 789

減損損失 869 606

価格変動準備金繰入額 4,600 4,501

その他特別損失 0 5

契約者配当準備金繰入額 21,020 22,966

税金等調整前四半期純利益 179,489 68,174

法人税及び住民税等 49,551 29,635

法人税等調整額 △5,309 △4,638

法人税等合計 44,242 24,997

四半期純利益 135,246 43,177

親会社株主に帰属する四半期純利益 135,246 43,177
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

四半期純利益 135,246 43,177

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △50,127 214,118

繰延ヘッジ損益 △44,559 15,431

土地再評価差額金 － 5

為替換算調整勘定 99,449 △83,590

退職給付に係る調整額 △4,713 △5,263

在外子会社等に係る保険契約準備金評価差額金 △554 24,359

持分法適用会社に対する持分相当額 3,907 △9,052

その他の包括利益合計 3,402 156,008

四半期包括利益 138,649 199,186

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 138,649 199,186
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

当社の四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が

国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成しております。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当第１四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

当社は、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、2025年５月15

日開催の取締役会決議により自己株式の取得を行っており、当第１四半期連結累計期間において自己株式が

18,384百万円増加しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間末において利益剰余金が1,319,630百万円、自己株式が27,342百万円とな

っております。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

① 税金費用の計算

一部の連結子会社の税金費用は、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることによ

り算定しております。

（セグメント情報等の注記）

前第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

国内保険
事業

海外保険
事業

その他事業 計

経常収益(注)１

外部顧客からの経常収益 2,231,856 1,018,068 6,668 3,256,593 △261,340 2,995,252

セグメント間の内部
経常収益又は振替高

118,329 13,744 249,445 381,520 △381,520 －

計 2,350,186 1,031,813 256,113 3,638,113 △642,860 2,995,252

セグメント利益又は損失（△） 155,464 53,739 239,846 449,050 △240,570 208,479

(注)１ 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２ 調整額は次のとおりであります。

(1) 外部顧客からの経常収益の調整額△261,340百万円は、主に経常収益のうちその他経常収益226,310百万

円、経常費用のうち売買目的有価証券運用損23,512百万円について、四半期連結損益計算書上は、経常

費用のうち責任準備金繰入額、経常収益のうち売買目的有価証券運用益にそれぞれ含めたことによる振

替額であります。

(2) セグメント利益又は損失（△）の調整額△240,570百万円は、主に関係会社からの受取配当金の消去額で

あります。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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当第１四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

国内保険
事業

海外保険
事業

その他事業 計

経常収益(注)１

外部顧客からの経常収益 1,689,178 722,055 16,424 2,427,659 △133,583 2,294,076

セグメント間の内部
経常収益又は振替高

72,997 10,357 241,856 325,212 △325,212 －

計 1,762,176 732,413 258,281 2,752,871 △458,795 2,294,076

セグメント利益又は損失（△） 97,805 7,855 227,494 333,155 △237,098 96,056

(注)１ 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２ 調整額は次のとおりであります。

(1) 外部顧客からの経常収益の調整額△133,583百万円は、主に経常収益のうちその他経常収益86,482百万

円、経常費用のうち売買目的有価証券運用損25,196百万円について、四半期連結損益計算書上は、経常

費用のうち責任準備金繰入額、経常収益のうち売買目的有価証券運用益にそれぞれ含めたことによる振

替額であります。

(2) セグメント利益又は損失（△）の調整額△237,098百万円は、主に関係会社からの受取配当金の消去額で

あります。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る賃貸用不動産等減価償却費、減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含

む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

賃貸用不動産等減価償却費 3,702百万円 3,784百万円

減価償却費 19,465 〃 25,917 〃

のれんの償却額 2,572 〃 7,895 〃

（重要な後発事象）

１ 当社は、丸紅株式会社（以下、「丸紅」という。）と 2025 年 2 月 28 日付で「国内不動産事業の統合に関

する事業統合契約」及び「株主間契約」を締結し、2025年７月１日付で両社の国内不動産事業統合（以下、「本

事業統合」という。）を完了しました。本事業統合の完了をもって、当社と丸紅がそれぞれ50％ずつ出資する持

株会社「第一ライフ丸紅リアルエステート株式会社」を発足しております。
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(1) 取引の概要

①対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称及び事業の内容 当社 丸紅

アセットマネジメント事業
第一生命リアルティアセッ
トマネジメント株式会社

丸紅リートアドバイザーズ株式会社
丸紅アセットマネジメント株式会社

不動産開発・所有賃貸事業 相互住宅株式会社
丸紅都市開発株式会社
丸紅の国内開発・所有賃貸事業

プロパティマネジメント事業 株式会社第一ビルディング
丸紅リアルエステートマネジメント株式
会社

②企業結合日

2025年７月１日

③企業結合の法的形式

本事業統合は以下の法的形式を取っております。

（ⅰ）丸紅は、企業結合日である2025年７月１日より前に丸紅都市開発株式会社（以下、「旧丸紅都市開発

株式会社」）の完全子会社として新会社（以下、「新丸紅都市開発株式会社」）を設立。

（ⅱ）旧丸紅都市開発株式会社を第一ライフ丸紅エステート株式会社とし（本事業統合で2025年７月１日に

商号変更を行う）、丸紅を吸収分割会社、第一ライフ丸紅リアルエステート株式会社を吸収分割承継会社と

する吸収分割により、丸紅の国内開発・所有賃貸事業及び丸紅側の本事業統合対象子会社（丸紅リートアド

バイザーズ株式会社、丸紅アセットマネジメント株式会社、丸紅リアルエステートマネジメント株式会社）

の全株式を第一ライフ丸紅リアルエステート株式会社に承継。

（ⅲ）吸収分割による承継後、第一ライフ丸紅リアルエステート株式会社を株式交付親会社、第一生命リア

ルティアセットマネジメント株式会社、相互住宅株式会社、株式会社第一ビルディングを株式交付子会社と

する株式交付を実施し、当社は当該株式交付子会社である３社の全株式を第一ライフ丸紅リアルエステート

株式会社に譲渡し、その対価として第一ライフ丸紅リアルエステート株式会社の株式を取得。

（ⅳ）株式取得後、第一ライフ丸紅リアルエステート株式会社を吸収分割会社、新丸紅都市開発株式会社を

吸収分割承継会社とする吸収分割により、第一ライフ丸紅リアルエステート株式会社の不動産開発・所有賃

貸事業（旧丸紅都市開発の事業及び本吸収分割により第一ライフ丸紅リアルエステート株式会社が丸紅から

承継した国内開発・所有賃貸事業）を新丸紅都市開発株式会社に承継。

④結合後企業の名称

第一ライフ丸紅リアルエステート株式会社

⑤その他取引の概要に関する事項

当社グループは、社業を生命保険領域に留まらず、資産形成・承継事業、非保険事業へと事業領域を拡大さ

せ、「保険サービス業」へ進化することを目指しており、その取組の一環として、当社と丸紅は国内不動産

事業における両社の事業基盤を活用して新たな価値創造に向けたパートナーシップを構築し、スケールメリ

ットの創出、事業領域の相互補完、人財交流等により、アセットマネジメントを中心に国内不動産における

事業成長を加速し、当社の企業価値向上や社会的価値の創造を目指すものです。

⑥共同支配企業の形成と判断した理由

共同支配企業の形成にあたっては、当社と丸紅との間で、両社が第一ライフ丸紅リアルエステート株式会社

の共同支配企業となる株主間契約書を締結しています。その他支配関係を示す一定の事実は存在しません。

従って、本企業結合は共同支配企業の形成であると判断いたしました。
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(2)実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2024年9月13日）に基づき、共同支配企業の

形成として処理する予定であります。なお、この企業結合の結果、第一ライフ丸紅リアルエステート株式会社

は共同支配企業に該当するため、持分法に準じた処理方法を適用する予定であります。

２ 当社の連結子会社であるTAL Dai-ichi Life Australia Pty Limited（以下、「TAL」という。）は、傘下に年金

保険事業およびファンドマネジメント事業を有する豪州の金融グループであるChallenger Limited（以下、

「Challenger社」という。）の株式を、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングス株式会社（以下、

「ＭＳ＆ＡＤ社」という。）及びApollo Global Management, Inc.傘下のAP Liberty GP, LLC as general partner

of AP Liberty, L.P. （以下、「Apollo社」という。）より取得し、2025年８月１日にChallenger社を当社の持分法

適用関連会社といたしました。

(1) 株式取得の目的

TALによるChallenger社の株式取得を通じて、豪州で成長期待の高いリタイアメント市場においてTALの更なる成

長と当社グループの収益拡大を目指しております。

(2) 株式を取得する会社の名称、事業内容、規模

① 名称

Challenger Limited

② 事業内容

年金保険事業、ファンドマネジメント事業

③ 規模（2024年12月末現在）

資本金 2,547百万豪ドル

(3) 株式取得の時期

ＭＳ＆ＡＤ社からの取得 2025年８月１日

Apollo社からの取得 2025年７月17日

(4) 取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

① 取得した株式の数

ＭＳ＆ＡＤ社からの取得 104,353,125株

Apollo社からの取得 33,234,618株

② 取得価額

ＭＳ＆ＡＤ社からの取得 800億円

Apollo社からの取得 247百万豪ドル（約229億円）

(注) ( ) 内に記載した円貨額は、１豪ドル＝92.63円（2025年５月末時点）による換算額であります。

③ 取得後の持分比率

19.9%
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年８月６日

第一生命ホールディングス株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 神塚 勲

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 藤原初美

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 春日雄太

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている第一生命ホールディングス株式会社の2025年４月

１日から2026年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）

及び第１四半期連結累計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財

務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成され

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸

表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
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四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条

第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当

該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の

四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関す

る会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠

して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対し

て限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の

作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場

合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上

※１ 上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


